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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第１四半期連結
累計期間

第66期
第１四半期連結
累計期間

第65期

会計期間
自平成25年９月１日
至平成25年11月30日

自平成26年９月１日
至平成26年11月30日

自平成25年９月１日
至平成26年８月31日

売上高 （千円） 3,201,320 2,994,517 16,214,170

経常利益 （千円） 1,000,248 1,013,061 5,142,877

四半期（当期）純利益 （千円） 616,285 649,745 3,224,020

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 715,000 876,464 3,249,596

純資産額 （千円） 32,262,331 33,804,006 34,681,986

総資産額 （千円） 35,443,176 37,460,063 39,150,477

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 18.00 18.97 94.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 91.0 90.2 88.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における国内経済は、政府による経済政策や日本銀行の金融緩和策により、企業収

益や雇用情勢に回復の兆しが見られたものの、消費税増税後の個人消費の落ち込みの長期化や日本銀行の追加的

金融緩和による急激な円安に伴う原料価格の高騰など不安要素も顕在化し、厳しい経営環境が継続しておりま

す。

　医療・介護を取り巻く環境としましては、消費税増税や診療報酬改定が施行されてから半年が経過し、医療機

関や介護事業者の混乱は継続しつつも順次収束方向にあるものと思われます。

　このような状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）は、更新物件が集中し7.5％という大幅な増収と

なった前年同期と比較し、当第1四半期連結累計期間においては新規物件の獲得は増加したものの、更新予定物件

が少なく、6.5％の減収となりました。

　生産に関する状況といたしましては、各種原材料・加工賃の上昇及び、円安の急激な進行の影響を受ける一

方、当社グループにおきましては、新規海外生産地への移管、海外シフト率の向上及び為替リスクヘッジのため

の先物為替予約の円高効果により影響の低減を図り、売上高総利益率は、ほぼ前年並みとなりました。

　販売費及び一般管理費は、平成26年１月の新本社への移転に伴い減価償却費が増加いたしました。

　営業外収益といたしましては、為替差益として当第１四半期連結累計期間は、２億15百万円を計上いたしまし

た。

　このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の売上高につきましては29億94百万円（前年同期比6.5％

減）、営業利益は７億84百万円（同15.0％減）、経常利益は10億13百万円（同1.3％増）、四半期純利益は６億49

百万円（同5.4％増）を計上いたしました。

　当社グループの事業は、メディカルウェア等の製造・販売の単一セグメントであるため、セグメント別の記載

を省略しております。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、39百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成26年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 38,236,000 38,236,000
 東京証券取引所

 市場第一部

単元株式数

100株

計 38,236,000 38,236,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年９月１日～

平成26年11月30日
－ 38,236,000 － 1,925,273 － 2,202,171

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成26年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

3,989,400
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

34,243,200
342,432 －

単元未満株式
普通株式

3,400
－ －

発行済株式総数 38,236,000 － －

総株主の議決権 － 342,432 －

 

②【自己株式等】

平成26年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ナガイレーベン株式会社
東京都千代田区鍛冶町

２－１－10
3,989,400 － 3,989,400 10.43

計 － 3,989,400 － 3,989,400 10.43

 （注）　当第１四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は、3,989,462株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年９月１日から平

成26年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年９月１日から平成26年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,054,422 15,503,701

受取手形及び売掛金 ※１ 4,696,487 ※１ 3,819,191

有価証券 1,516,883 3,217,398

たな卸資産 ※２ 3,835,226 ※２ 4,612,465

その他 488,248 648,383

貸倒引当金 △1,450 △1,188

流動資産合計 29,589,818 27,799,951

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,570,138 2,533,690

機械装置及び運搬具（純額） 594,670 572,796

土地 4,480,260 4,480,260

その他（純額） 192,549 185,235

有形固定資産合計 7,837,619 7,771,983

無形固定資産 71,760 68,663

投資その他の資産   

投資有価証券 537,906 566,359

その他 1,116,693 1,256,428

貸倒引当金 △3,321 △3,323

投資その他の資産合計 1,651,278 1,819,464

固定資産合計 9,560,658 9,660,111

資産合計 39,150,477 37,460,063

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,517,658 1,585,253

未払法人税等 1,333,979 322,216

賞与引当金 81,857 160,725

その他 671,776 672,916

流動負債合計 3,605,272 2,741,111

固定負債   

役員退職慰労引当金 180,770 183,609

退職給付に係る負債 580,941 628,873

その他 101,506 102,461

固定負債合計 863,218 914,945

負債合計 4,468,490 3,656,057
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,925,273 1,925,273

資本剰余金 2,358,190 2,358,190

利益剰余金 33,569,438 32,464,739

自己株式 △3,402,043 △3,402,043

株主資本合計 34,450,858 33,346,159

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 137,207 155,457

繰延ヘッジ損益 208,770 413,015

退職給付に係る調整累計額 △114,851 △110,625

その他の包括利益累計額合計 231,127 457,846

純資産合計 34,681,986 33,804,006

負債純資産合計 39,150,477 37,460,063
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成26年11月30日)

売上高 3,201,320 2,994,517

売上原価 1,702,144 1,593,102

売上総利益 1,499,176 1,401,415

販売費及び一般管理費 576,351 617,228

営業利益 922,824 784,186

営業外収益   

受取利息 4,227 4,365

受取配当金 96 162

受取賃貸料 15,787 14,336

為替差益 62,286 215,933

雑収入 4,937 3,182

営業外収益合計 87,335 237,980

営業外費用   

固定資産賃貸費用 9,910 9,104

雑損失 0 1

営業外費用合計 9,911 9,105

経常利益 1,000,248 1,013,061

特別利益   

固定資産売却益 208 215

特別利益合計 208 215

特別損失   

固定資産除売却損 163 273

特別損失合計 163 273

税金等調整前四半期純利益 1,000,294 1,013,004

法人税、住民税及び事業税 361,119 335,944

法人税等調整額 22,889 27,314

法人税等合計 384,008 363,259

少数株主損益調整前四半期純利益 616,285 649,745

四半期純利益 616,285 649,745
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成26年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 616,285 649,745

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 43,879 18,250

繰延ヘッジ損益 54,835 204,244

退職給付に係る調整額 － 4,225

その他の包括利益合計 98,715 226,719

四半期包括利益 715,000 876,464

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 715,000 876,464
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を、従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が66百万円増加し、利益剰余金が42百万

円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．四半期連結会計期間末日満期手形

　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当第

１四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年８月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年11月30日）

受取手形 329,221千円 168,997千円

 

 

※２．たな卸資産の内訳及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年８月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年11月30日）

商品及び製品 3,067,232千円 3,607,404千円

仕掛品 162,146 190,626

原材料及び貯蔵品 605,847 814,434

計 3,835,226 4,612,465

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年９月１日
至　平成26年11月30日）

減価償却費 62,995千円 88,017千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月27日

定時株主総会
普通株式 1,541,096 45.00 平成25年８月31日 平成25年11月28日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年９月１日　至　平成26年11月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月27日

定時株主総会
普通株式 1,712,326 50.00 平成26年８月31日 平成26年11月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループの事業は、メディカルウェア等の製造・販売の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年９月１日
至　平成26年11月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 18円0銭 18円97銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 616,285 649,745

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 616,285 649,745

普通株式の期中平均株式数（株） 34,246,584 34,246,538

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　自己株式の取得

　当社は、平成26年12月25日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づく自己株式の取得及びその具体的な取得方法として、以下のと

おり、自己株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）を行うことを決議いたしました。

 

（１）自己株式の取得及び本公開買付け等の目的

　当社の第４位株主であり、当社普通株式1,140,000株を保有する丸山悦子氏より、保有する当社株式の一

部を売却したい意向がある旨の連絡を受け、当社株式の流動性及び市場価格への影響、並びに当社の財務状

況等を総合的に勘案し、当該株式を自己株式として取得することについて検討を行った結果、資本効率の向

上に寄与すること、かかる自己株式の取得を行ったとしても、当社の財務状態や配当方針に大きな影響を与

えることなく、財務健全性及び安全性を維持できると判断したことから、当社が自己株式として買い受ける

ことといたしました。

 

（２）自己株式取得に関する取締役会の決議内容

① 取得する株式の種類

普通株式

② 取得する株式の総数

1,100,100株（上限）

③ 取得する期間

平成26年12月26日（金曜日）から平成27年２月27日（金曜日）

④ 取得価額の総額

1,650,150,000円（上限）

 

（３）本公開買付け等の概要

① 本公開買付け等の期間

平成26年12月26日（金曜日）から

平成27年１月30日（金曜日）まで（20営業日）

② 公開買付開始公告日

平成26年12月26日（金曜日）

③ 買付け等の価格

普通株式１株につき、1,500円
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④ 買付け等の価格の算定根拠等

買付価格は、本買付価格を本公開買付けの実施を決議した取締役会の開催日である平成26年12月25日の

前営業日の平成26年12月24日の終値1,932円に対して22.36％のディスカウントを行った価格1,500円とす

ることを決議いたしました。

⑤ 買付予定の株式等の数

1,100,000株

⑥ 決済の開始日

平成27年２月24日（火曜日）

⑦ 取得資金の調達

自己資金による

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年１月13日

ナガイレーベン株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田光　完治　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 澤部　直彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているナガイレーベン

株式会社の平成26年９月１日から平成27年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年９月１日か

ら平成26年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年９月１日から平成26年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ナガイレーベン株式会社及び連結子会社の平成26年11月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

ナガイレーベン株式会社(E02809)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

